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研究成果の概要（英文）：The main focus of this research is to develop a method of calculating the 
rent (monopoly rent, transfer rent) dynamics of each company from the financial data of the company.
 The monopoly rent and degree of monopoly that have been calculated by the theory of industrial 
organization before are aggregate values at the industrial level, and another method has been 
necessary for individual companies. The author has developed a method for calculating dynamic rents 
by assuming a Cobb-Douglas-type production function from corporate financial data. First, we 
calculated the monopoly rent rate of each large Japanese corporation and found a correlation with 
the political spending data of each corporation. Then we did that for large US corporations, and we 
presented the idea of normative corporate tax payable by corporations, showing that in the United 


















にお いて 工業 製品 に分 類さ れて いる ため 、貿 易自 由化 が推 進さ れて きた 。そ の背 景に






























ブ・ダグラス生産技術を使用して、4 つの生産要素を使用して 1 つの製品を生産することとす
る。この関数は、 
=                                                    (1) 
ただし y は産出量、 ,  ,  は生産要素投入量、K は資本投入量（固定要素）を表す。
短期均衡に置いては K は定数で、 + + < 1（限界費用関数が凸関数）とする。この
時短期的な利潤最大化問題は次のとおり。 
    max = ( ) ∙ − ( ) ∙ − ( ) ∙ − ( ) ∙ −  
     s.t. (1)           (2) 
この時の最適条件はラグランジュ方程式を , ,  について微分することから得られる。  
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( ) ∙ + ( ) ,       i =1, 2, 3.          (3) 
′( ) ∙ + ( )  はγを一定の需要の価格弾力性の逆数とすると、 (1+γ)∙p(y)と表せる。ま
た−1 < ≤ 0である。 (y) は次のように定義される。 
  (y)= ′( ) ∙ + ( )  =(1+γ)∙p(y)                                (4) 
 
′
( ) ∙ + ( )  は  を一定の供給の価格弾力性の逆数とするならば、 (1+ ) ∙  , 
と表せる。また ≥ 0である。同じように ( )は次のように表せる。 
  ( ) = 
′
( ) ∙ + ( ) = (1 + ) ∙ ( ),    i =1, 2, 3             (5) 
独占及び需要独占市場における短期的最適条件は(1), (3), (4)式より次のように表せる。 
  y =                   ∙ ∙ ∙
∙ ∙ ∙ ∙
∙
                     ∙ ∙
∙ ∙ ∙ ∙
∙
                   ∙ ∙
∙ ∙ ∙ ∙
∙                      
 
  (6) 
  = ∙
  ∙ ∙
∙ ∙ ∙ ∙
,   i, j, k=1,2,3 (i≠ j ≠ k)       (7) 
 




において、 ∗は不完全競争モデルの下での最適な生産レベルを表し、 ∗ は均衡価格を表
す。上付き t は第 t 期の値を表す。 
 
不完全競争モデルと同じ生産技術の下（同じ の値の下）では、上記の不完全競争状態で








者だとする。 ∗, ∗, ∗短期的な最




一定の ∗, ∗, ∗と , , の下
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で市場価格 ∗(1 + ), ∗(1 + ), ∗(1 + ) の時、均衡生産要素投入量は ∗, ∗, ∗ 
となる。この時、 ∗ ∗, ∗ ∗,  ∗ ∗は、t 期における不完全競争の下での利潤最大化に
より実現するそれぞれの費用であり、 , , , はそれぞれの費用項目のマークアップ率で
ある。 
従って長期均衡条件を考える時に、供給方程式（6）と生産要素需要方程式（7）はそれぞ






れる。これらの疑似競争市場の長期的利潤最大化条件を導くことによって、各 4 期の Kt, 
∗ ∗, ∗ ∗, ∗ ∗,  ∗ ∗の時系列データを動学的最適解にするような , , , の値
を見つけることができる。これらの過去のデータは結果的に短期均衡条件と長期均衡条件
の両方を満たしているとみなすことができる。 , , , はそれぞれ製品価格や生産要素
価格に占めるレントの割合を示すものである。 
 では、第１期から第 T 期の離散時間についての長期的な疑似完全競争利潤最大化条件を
求めよう。ｔ期の疑似完全競争利潤関数は次の通りである。 
  =  p ∗(1 + )∙ ( ∗(1 + ), ∗(1 + ), ∗(1 + ), ∗(1 + ), )  
− ∗(1 + ) ∙ ( ∗(1 + ), ∗(1 + ), ∗(1 + ), ∗(1 + ),  ) 
− ∗(1 + ) ∙ ( ∗(1 + ), ∗(1 + ), ∗(1 + ), ∗(1 + ),  ) 
− ∗(1 + ) ∙ ( ∗(1 + ), ∗(1 + ), ∗(1 + ), ∗(1 + ),  ) 
           − ∙ ( , , )                                           
    (8) 
ただし (∙) と (∙ ) は(6)式と(7)式で定義されたもので、 , , ,  は毎期毎期変
化する。ｔ期の投資量 ( , ,  ) は次のように定義する。 
     ( , , ) = − (1− ) ∙                                 (9)   
ただし はｔ期の減価償却率で、 はｔ期の投資の外生的な単価を表す。 
長期均衡条件を得るための、第 1 期から第 T 期までの の割引現代価値合計の に関す
る最大化問題は次の通りである。 
   max = + ∑ ∏ ( )                                        (10) 
従って、最大化の必要条件は次の通りである。  
 Π = ∏ ( ) ∙ [ p
∗(1 + ) ∙ − ∗(1 + ) ∙ − ∗(1 + ) ∙  
− ∗(1 + ) ∙ − ∙ ] + ∏ ( ) [− ∙ ] = 0     (11) 
自然対数の偏微分を用いて（11）式を変形すると、最終的に次のような簡単な方程式になる。 
 (1 + ) ∙ −  (1 + ) ∙ − (1 + ) ∙ − (1 + ) ∙  
                          −  ∙ − ( ) ∙ ∙ (1− ) = 0       
(12) 
３）計算の方法 
 前節の(12)式の長期均衡条件からマークアップ率γ 、 を二次計画法を用いて求める。企
業の財務データが最低 4 年分利用可能ならば、規模係数  (= + + − 1 −⁄ )が与




知変数は γ, , , となり方程式も 4 本であるため、もし逆行列が存在するならば、
γ, , , and の解を得ることができる。 
 
４．研究成果 
 Shimamoto(2018)では以上のような方法論で、日本の大企業の 30 年分の財務データ
(Nikkei Needs)を用いて（各社データの長さが異なるが総数は 392 社）、これらのパラメー
タから各社の毎期の独占レント（− + + ）を求め、それを通時的に
平均し、また産業別（連結決算については 29 産業、単独決算については 26 産業）に平均
値を求めた。単独決算または連結決算でレント額またはレント率で第 3 位までにランクさ
れたのは電気通信、鉱業、電気、ガス、水道、化学、自動車および部品、保険会社であった。 
 過去 30 年間のレント額やレント率を、企業の R＆D 支出額や政治的支出額に回帰したと
ころ、研究開発費については、レント額でもレント率でも有意性は認められなかった。他方
いくつかのモデルでは、決定係数は低いものの、政治支出額は単独決算でも連結決算でも有









を同時に算出するモデルを構築した。米国の S&P500 の銘柄企業で米国の Lobbying 
Disclosure Act（LDA）に基づくデータベースにロビイングデータが存在した 234 社の動態
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